
（別表２）              不利益処分に係る処分基準 

                           （令和７年（2025 年）７月 15 日作成） 

法 令 名 北海道脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進のための道税の課税の特例に関

する条例（令和６年北海道条例第 84 号。以下「条例」という。） 

根 拠 条 項 条例第８条第１項 

処 分 の 概 要 特定事業計画の認定の取り消し 

法 令 の 定 め 第８条 知事は、認定特定事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、認

定特定事業計画の認定を取り消すことができる。この場合において、知事は、必要

があると認めるときは、特定事業に関し専門的知識を有する者の意見を聴くことが

できる。 

(１) 令和 15 年３月 31 日までに認定特定事業に係る事務所等の設置又は家屋若し

くは償却資産の取得をしていないとき。 

(２) 認定特定事業計画が第３条第３項各号のいずれかに適合しなくなったとき。 

(３) 第３条第４項各号のいずれかに該当することとなったとき。 

(４) 前条の規定による廃止の届出があったとき。 

(５) 偽りその他不正の手段により、第３条第３項の認定を受け、第５条の規定に

よる届出をし、又は第６条第１項の事業報告書を作成し、若しくは提出したと

き。 

(６) その他知事が認定を取り消すことが適当であると認めたとき。 

処 分 の 基 準 法令に具体の定めがあるもののほかは、個々の事案について個別具体的な判断をせざ

るを得ないものであって、あらかじめ具体的な基準を定めることが困難であることか

ら、設定しない。 

処 分 担 当 課 経済部ＧＸ推進局ＧＸ推進課 （電話番号：011-206-9094） 

問 合 せ 先 同上  

備 考 公表アドレス：https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/gxs/205750.html 

 


